
第６回 北九州市行財政改革調査会 

 

日時 平成２４年１１月２８日（水）14：00～16：00   

場所 小倉リーセントホテル  玄海の間       

 

 

次       第 

 

 

１ 「北九州市新成長戦略会議の議論」について（報告） 

 

 

２ 「公共施設のマネジメント」について 

 

   (1) 本市財政状況の比較分析について（報告） 

 

 

   (2) 「公共施設マネジメント」の今後の進め方について 

 

 

   (3) 「公共施設マネジメント」方針素案策定に当たっての視点について 

 



 
 

北九州市新成長戦略の目標及びリーディングプロジェクト 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
  

本市のポテンシャル 総合特区 
環境未来都市 

豊富な人財と 
人材育成の実績 

大学・研究機関 
の集積 

アジアとの 
都市間ﾈｯﾄﾜｰｸ 

豊かな 
観光・集客資源 

リーディングプロジェクト 

【目標像】新たな技術と豊かな生活を創り出す アジアの先端産業都市 

地域企業の成長と新たな企業立地による 

高付加価値ものづくり 
クラスターの形成 

国内潜在需要に対応した 

サービス産業の振興 
（ビジネスモデルの構築） 

北九州の強みを活かし、 
アジアなどのグローバル需要を取り込む

海外ビジネス拠点の形成 

地域の成長を支える 
エネルギーミックスの構築による 

地域エネルギー拠点の形成 

◆環境配慮型自動車産業拠点の
形成 

◆高齢者を中心とした 
健康・生活支援ビジネスの推進 

◆アジアに貢献する 
都市インフラビジネスの展開 

◆再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ、基幹ｴﾈﾙｷﾞｰの
創出拠点の形成 

・・・

２０２０年度までの目標 

●付加価値額の合計である市内総生産（ＧＤＰ）は、全国を上回る増加率を確保しつつ、 

４兆円を目指す 
●市民所得は、政令指定都市の平均を上回る増加率を確保しつつ、納税義務者や 

消費者物価地域差指数を加味した実質購買力に換算した数値で政令市の中位を目指す 

今後３年間（２０１３～１５年度）の目標 
●３年間で、雇用創出８,０００人を目指す 
（若者、女性、高齢者、障害者の就労を促進する） 

◆我が国をリードする 
ロボット産業拠点の形成 

◆豊富な実績等を活かした 
環境産業拠点の形成 

◆にぎわいづくりによる 
集客交流産業の拡充 

◆サービス産業の高付加価値化の
推進及び情報通信産業の集積 

◆海外工場のサポート拠点の 
形成 

◆北九州発ブランドの 
海外ビジネス支援 

◆省エネルギー（ネガワット）の
推進 

◆安定・安価で賢いエネルギー網
の構築 

◎ 地 域 企 業 が 元 気 に 活 動 し 続 け る 環 境 整 備 

◆地域企業のビジネス展開を推進する組織横断的な体制の整備 ◆地元企業の高度化・新製品開発支援 
◆中小企業の競争力向上                  ◆地域活性化のための人材育成の強化 
◆地元製品の愛用運動の推進                ◆充実した物流基盤を活用した物流振興 

資料１ 
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新成長戦略 リーディングプロジェクトの概要（たたき台） 
 

地域企業が元気に活動し続ける環境整備  

（１）地域企業のビジネス展開 を推進する組織 横断的な体制の 整備  

日頃から企業と の情報交換を密 にするとともに、地域企業が本市 で

元気に産業活動が行えるよう市 役所全体として 環境整備に努め る。  

 

（ ２ ） 中小企業の競争力向上  

経営安定化のた めの相談業務や 融資、経営基盤強 化に向けた人材 育

成、競争力強化に 向けた販路開拓、技術開発など、中 小企業の経営基

盤の強化につな がる支援施策を 実施する。  

 

（ ３ ） 地元製品の愛用運動の推 進  

地域企業の認知 度を高め、本市で 生産された製品 やサービスなど が、

市民、地域企業、行政などで愛用 されるような取 り組みを進めて いく。 

 

（ ４ ）地元企業の高度化・新製 品開発支援  

環境・エネルギー 、素材・部材など の本市が強みを 持つ分野につい

て、大学・研究機 関が保有する研 究成果と地域企 業とのマッチン グを

行うなど、産学 官連携による新 事業展開、新産 業創出を図る。  

 ア ジ アを中心 とした海外大学・研究機関との 連携強化や、産 学が連

携して活用でき る最先端の研究 開発環境の整備 などを通じて、世界的

な競争力のある 研究開発基盤の 形成を図る。  

 

（ ５ ）地域活性 化のための人材 育成の強化  

  語 学 力・コミ ュニケーション 能力に優れ、高 い 研究開発能力を 持つ

グローバル人材 を育成し、その 定着を図る。  

北 九州マイスタ ーなど、熟練 技 術者から若年者 へ「ものづく り 」技

術・技能の継承 を促進する。  

 

（ ６ ）充実した物流基盤を活用 した物流振興  

本市のアジアに 近い地理的優位 性や、充実した国 内ネットワーク を

活かし、多頻度・定時性・高速性に 着目した輸送サ ービスの展開に よ

り、地域産 業の活 性化に寄与する とともに、アジア における物流拠 点

を目指す。  

資料２ 
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地域企業の成長と新たな企業立地による  
高付加価値ものづくりクラスターの形成  

（１）環境配慮型自動車産業拠 点の形成  

○ 次世代自動車 （電気、ＦＣＶ 等）の生産拠点 の形成  

完成車メーカー と連携し、特区制 度や国の財政支 援を活用し 、次世

代自動車（電気 、ＦＣＶ等）の 生産拠点の形成 を図る。  

ア ジ ア と の 近 接 性 な ど 本 市 の 物 流 拠 点 と し て の 強 み を 活 か し た 次

世代自動車の工 場立地を図る。  

 

○環境配慮型自 動車用部品（新 素材、高機能製 品等）の供給基 地  

環境配慮型自動 車用部品（一部、航空機にも対応 可能な部品）に関

する新技術開発 や関連企業の誘 致等により、軽量 化、電子化等、環 境

対応自動車向け 部品の供給基地 を目指す。  

 

○北部九州自動 車１５０万台構 想の推進  

北部九州自動車１５０万台構想を福岡県など関係機関とともに推進

し、完成車の国内生産拠点の北部九州シフトや地元調達率向上に向け、

１次部品メーカーの誘致や地元部品メーカーの技術力向上に取り組む。 

 

 

＜主な取り組み＞  

■国内のマザー 工場として長期 の事業継続が見 込まれる低燃費、低炭

素、環境配慮等 の次世代成長型 部品メーカーの 誘致を推進する 。  

■ 「パーツネット北九州」の活動を活発化させ、１次サプライヤーの

加入促進を図るとともに、北部九州に立地する自動車メーカーと地

元企業とのビジネスマッチングに向けて商談会等の開催に取り組む。 

■ 安全・安 心な社 会の実現や環境 エネルギー問題 の解決に向けて 、次

世代自動車の技 術開発及び試作 車の製作を推進 する。  

■ 福岡県や完成 車メーカー等と 連携し、充電設備 や水素ステーシ ョン

の整備を推進し、公道での環境配 慮型自動車の実 証実験を推進す る。 

■ 自動車・ロボッ トの高度知能化 に向けた専門人 材の育成のため 、新

連携大学院を開 設する。  
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（２）我が国をリードするロボ ット産業拠点の 形成  

○ 産業用ロボッ トの国内シェア の拡大  

産 業 用ロボット の用途拡大に取 り組み、自動車生 産ライン向けか ら

物 流 、 医 薬 品 工 場 、 食 品 工 場 な ど 幅 広 い 分 野 に 対 応 す る ロ ボ ッ ト 開

発・導入を進め、産業用ロボット 分野での国内外 シェアの拡大を 図る。 

あ わせて、産業用 ロボットの操作 等、生産現 場を担 うものづくり人

材の養成やロボ ット周辺装置の 開発支援に取り 組み、ロボット関 連産

業の振興を図る 。  

 

○民生用ロボッ トの開発支援  

産業用ロボット から他分野への 展開や、高 齢者・障害者や介護現 場

のニーズに応え るロボットの 研 究開発、事業化 支援を行うとと もに、

省エネ・省資源に 寄与する環境配 慮型産業用ロボ ットへの取り組 みを

推進する。  

子 供を含め多く の市民や来訪者 が、ロボットやそ の生産技術に触 れ

合う機会を作る ことで、「 ロ ボ ッ ト の ま ち ・ 北 九 州 」 と し て の 位 置 づ

けを確立する。  

 

 

＜主な取り組み＞  

■市内ロボット関連企業と大学 、研究機関との連 携を促進し 、ロボ ッ

ト開発プロジェ クトの立ち上げ 、実証化、事 業化を 支援することに

より、環境配慮型 高機能、高コスト パフォーマンス の製品開発・生

産拠点化を図る 。  

■ 介 護者の負担軽減や高齢者の 癒しを追求した ロボットなど 、医 療・

福祉・介護現場 のニーズに対応 したロボット開 発を推進する。  

■ 地元企業のも のづくり力（競争 力）強化のために 、産業用ロボット

の導入を総合的 に支援するため の組織体制を整 備する。  

■ 自動車・ロボッ トの高度知能化 に向けた専門人 材の育成のため 、新

連携大学院を開 設する。（再 掲）  

■ 市内の主要案 内所でのロボッ トによる案内、未 来型ロボットの 展示、

子供たちにロボ ットの仕組みを 学ぶ機会の提供、ロボットに関わ る

実験など、ロボ ットのショール ーム化を推進す る。  
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（３）豊富な実績等を活かした 環境産業拠点の 形成  

○ 次世代資源循 環型産業拠点の 形成  

世 界 有 数 の 都 市 鉱 山 で あ る 我 が 国 の 資 源 再 活 用 を 推 進 す る た め 、  

「 北九州エコタ ウン」を基 盤とし て、レアメ タルや 貴金属の再資源 化

を狙う小型電子 機器リサイクル の事業化促進、使 用済み車載用リ チウ

ムイオン電池の リユース・リサイ クル技術の開発 や社会システム の構

築に向けた研究 を行い、次世代 資源リサイクル 拠点の形成を図 る。  

こ れらの取り組 みにより、新規環 境産業の創出や 廃棄物のより高 度

な資源化などに 取り組み、環境 産業の新たな展 開に繋げる。  

 

○環境配慮型製 品・環境関連サ ービスの集積・ 成長支援  

省資源化製品や 長寿命化製品な どの環境配慮型 製品や、省エネ診 断、

リユースなどの 環境関連サービ ス関連企業の集 積と成長を図る 。  

 

 

＜主な取り組み＞  

■新たなレアメ タル素材の回収 技術の開発や事 業化、リチウムイ オン  

電 池リユース・リ サイクルシステ ムなどを確立し 、新たな分野のリ

サイクル事業を 推進する。  

■ 低炭素化技術 開発拠点形成に 向けて、具体的な 研究開発のプロ ジェ

クトを企画・創出 するなど、研究開 発プロジェクト を総合的に推進

する。  

■「北九州エコ プレミアム」に 関し、関係機関 との連携を強め 、企業

及び製品のＰＲ や販売促進の支 援により、新たな ビジネスの創出 を

図る。  

■ 省エネ診断員 の育成支援など を通じて、環境分 野における事業 者向

けサービスの拡 充を図る。  

■ パ ワ ー エ レ ク ト ロ ニ ク ス を 中 心 と し た 環 境 エ レ ク ト ロ ニ ク ス に つ

いて、産学で構成 する信頼性に関 する研究会や 、産 業技術総合研究

所・九州工業大学 との連携協定に 基づく共同研究・人材育成を推進

する。  
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国内潜在需要に対応したサービス産業の振興  
（ビジネスモデルの構築）  

（ １）高齢者を中心とした健康 ・生活支援ビジ ネスの推進  

○ 高齢者の健康 増進・長寿産業 の振興  

地域企業、大学、医療・福祉機関、行政等で構成す る協議会を設置

し、医療・福祉分 野での課題・ニ ーズの共有化を 図り、新たなサ ービ

スの提供や製品 の開発に取り組 み、健康増進・長 寿産業の振興を 図る。 

高 齢化率の高い 大都市として、高 齢者の健康づく り、福祉、見守り

等 の 分 野 で 高 齢 者 ニ ー ズ に 対 応 し た 汎 用 性 の 高 い ビ ジ ネ ス モ デ ル を

構築し、国内外 に発信していく 。  

 

○生活の質を支 える生活支援ビ ジネスの振興  

体力や身体機能 等の衰えが出始 める高齢者をは じめ、全ての生活 者

が質の高い生活 を送れるよう、健康、医療・福祉 、教育・文化、住 宅

などの市民生活の質の向上に貢 献するビジネス を振興する。  

 

 

＜主な取り組み＞  

■医療・福 祉・工 学など関係分野 が参加した産学 官連携による健 康増

進・長寿産業に 関する協議会を 設置し、同産業 の振興を図る。  

■ 高齢者の健康 づくりや福祉、Ｇ ＰＳによる認知 症患者の所在地 把握

やＩＣＴを活用 した単身高齢者 世帯の見守りな ど、高齢者ニーズ に

対応した汎用性 の高いビジネス モデルを構築す る。  

■ ロボット技術やＩＣＴ の活用により、介護医療現場の負担軽減と情報

提供を実現し、安全・安心で、かつ快適な福祉サービスの実現を図る。  

■ 在宅生活を送 る高齢者の生活 上の不便さを解 消するために、住 民に

身近な地域小売 店が核となった、高齢者と生活関 連サービス事業 者

を結ぶ総合生活 支援サービスの 事業化を進める 。   

■ 高 齢者が使い やすい浴室や 、環 境に配慮した節 水型トイレ 、断熱 機

能を備えたガラ スなど、住宅関連 製品の普及・開発 により、高齢者

の質の高い在宅 生活を支える住 宅リフォームを 推進する。  
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（２）にぎわいづくりによる集 客交流産業の拡 充  

○ 産業観光、歴 史的資産、環境 資源等を活用し た集客促進  

産業都市の特性 を活かした「産 業 観光」や「工場 夜 景鑑賞ツアー 」、

「近代化産業遺 産」や「門司港レ トロ」などを活用 した観光客誘致 を

進める。  

豊 かな自然や響 灘ビオトープ 、エ コタウン、スマー トコミュニティ

など、多様な環境 資源を組み合わ せた環境修学旅 行やエコツアー など

により、国内外 からの集客及び 関連産業の振興 を図る。  

 

○まち中のにぎ わいづくり及び 中心市街地活性 化  

ま ち 中 の オ フ ィ ス ビ ル や 空 き 店 舗 へ の テ ナ ン ト 誘 致 を 図 る と と も

に、古いオフィス ビルのリノベー ションと服飾、ア クセサリー、クラ

フト等、女性の 起業によるビジ ネス化を進め、 雇用の拡大を図 る。  

この取り組みによる都市型ビジネスの振興や、リノベーション物件を

新たな観光資源とした集客ビジネスの創出など、集客と商業振興を図る。 

  

○地元産品の６ 次産業化の推進  

農林水産業者と 工場・流通 をつな ぎ、地元産 品を活 用した新商品開

発を進め、ＩＣＴ を活用した商品 ＰＲを通じて販 売促進を図って いく。 

地元食材を地域で消費する地産地消の取り組みを強化するとともに、

地元農水産物の高付加価値化を図るため、ブランド力向上に努める。  

 

 

＜主な取り組み＞  

■ 旧大連航路上屋や旧三宜楼のオープン、海峡ドラマシップや九州鉄道

記念館の１０周年等を機に門司港レトロ地区のさらなる集客を図る。 

■ 北九州屋台街 小倉十三区 、漫画 ミュージアムを はじめ、小 倉駅新 幹

線口に集積した アニメ関連施設、本市唯一のプロ スポーツチーム で

ある「ギラヴァン ツ北九州」などを 活用し、新たな集 客を推進する。  

■ 小 倉 及 び 黒 崎 地 区の中心市街 地における商業 活性化について、「 中

心市街地活性化 基本計画」に基づ き、引き続き、商 店街や個店の魅

力アップを進め 、地域の集客・交 流 拠点としての取 り組みを進める 。 

■ 既存ストック を活用した、民間 事業者が行うリ ノベーションの 取り

組みや家守の仕 組みを支援し、そ の取り組みを全 国に発進するこ と

により、質の高 い雇用の創出や 都市型産業の集 積を推進する。  

■ 地 産 地 消 を 推 進 し 、 地 元 食 材 を地域で消費す る取り組みを強 化し、

地元農水産物の 高付加価値化を 図るため、ブラン ド力向上に努め る。 
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（３）サービス産業の高付加価 値化の推進及び 情報通信産業の 集積  

○ サービス産業 の集積促進及び 高付加価値化の 推進  

雇用吸収力の高 いサービス産業 について、健康 、福祉、情報な ど、  

重 点 分 野 を 定 め 、 関 連事業所の 誘致や人材育成 等により集積を 図る。 

製 造業のまちと して培われた生 産管理技術の応 用や、ＩＣＴの活 用

等によりサービ ス産業の高付加 価値化を推進す る。  

 

○ 北 九州の特性 を活かした情報 通信関連産業拠 点の形成  

災害に強い本市 の特性を活かし たディザスター・リカバリー拠点 化

を目指す取り組 みや、北九州ｅ－ ＰＯＲＴ構想に 基づく拡張性の 高い

データセンター 、充実したＩＣＴ サービス、高度Ｉ ＣＴ人材を育成 す

る取り組みなど を通じて、情報 ・通信関連産業 の集積を図る。  

 

○情報コンテンツ産業及び情報 サービス産業の 創出・育成  

付加価値の高い 情報コンテンツ 産業や、各産業分 野の課題解決や 付

加価値を高める 情報サービス産 業の創出及び育 成を図る。  

 

 

＜主な取り組み＞  

■ＩＴを活用したサービス産業の生産性向上に向け、業界のネットワー

クづくりやセミナーの開催など「知恵のサポート」に取り組む。  

■ ディザスター・リカバリーの優 位性を生かし 、デ ータセンターや 事

務処理センター など、企業活動 のサポート拠点 の誘致を進める 。  

■ 情 報 サ ー ビ ス 企 業 の 新 分 野 進 出に対する支援 を拡充するとと もに、

事業所向けコン テンツの制作や サービスの提供 から、個人消費者 向

けへの転換など、新たな事業展開 を図る事業者に 対する支援を拡 充

する。  

■ 市内情報サー ビス産業への就 職を促進するた め、情報サービス 事業

者と大学、高等専 門学校、専 門学校 との人材育成に 関する新たな仕

組みを構築する 。  

■ 高 度 化 す る Ｉ Ｃ Ｔ 技 術 へ の 対 応 や Ｉ Ｃ Ｔ の 新 サ ー ビ ス 創 出 な ど を

目的として、市内 の情報産業を支 える高度なＩＣ Ｔ技術を有する 人

材を育成する事 業に取り組む。  
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北九州の強みを活かし、アジアなどのグローバル需要を取り込む 
海外ビジネス拠点の形成  

（ １）アジアに貢献する都市イ ンフラビジネス の展開  

○ アジア低炭素 化センターを核 とした都市イン フラビジネスの 推進  

アジアを中心に 、環境、水ビジネ ス、スマートコ ミュニティ等、本

市が優位性を持 つ分野で海外展 開を進めていく 。  

あ わせて、相手国・地域のニーズに 応じ、人材育成や社会システム

づくりなど 、ソフ ト部門にもきめ 細やかな対応を 行うことで 、総合 的

に都市力の向上 に貢献する。  

 

 

＜主な取り組み＞  

■アジア低炭素 化センターが中 核となり、アジア を中心に環境国 際ビ

ジネスや水ビジ ネスなどを通じ て、海外展開の 推進拠点となる 。  

■ 環 境 配 慮 型 都 市 づ く り に 必 要 な 知 識 を マ ニ ュ ア ル 化 す る こ と に よ

り、グリーンシテ ィ北九州モデル を構築し、環境技 術の海外輸出の

促進を図る。また 、海外とのネット ワークを活用し、マーケティン

グ・セールス機 能の充実を図る 。  

■ 地 域 特 性 に 応 じ た 実 践 的 な 研 修 コ ー ス や 先 進 的 な カ リ キ ュ ラ ム の

創設など、環境国 際研修の充実を 図り、有償 研修と してビジネス化

を進める。  

■ 海外水ビジネ スについて 、施設 の設計・建 設から 管理運営までを 含

むワンパッケー ジ型の本格案件 の受注を図る。  

 さ ら に、上下 水道一体でのビ ジネス展開を推 進する。  

■ ウ ォ ー タ ー プ ラ ザ 北 九 州 を 中 核 に 水 ビ ジ ネ ス の 国 際 戦 略 拠 点 づ く

りを進め、地元企 業の海外展開支 援、新たな対象国 、地域における

案件開拓などビ ジネスチャンス の拡大を図る。  
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（２）海外工場のサポート拠点 の形成  

○市内工場のマ ザー工場化の推 進  

製造工程の海外 移転が進展する 中、本市産 業の高 度化、雇用 の維持

を図るため、海外 工場の生産・販売 を支援する「 マザ ー工場」とし て、

市内事業所のマ ーケティング機 能、研究開発機能 及び人材育成機 能の

強化を図る。  

 

○海外工場のサ ポート拠点化の 推進（鉄鋼分野 ほか）  

本市の産業技術 の強みの一 つで ある工場・設備 のオペレーショ ン、 

メ ンテナンスな どの技術・知見・ノウハウを活か し、海外工場の生 産

技術サポート拠 点として、省エネ・生産効率化に優 れた設備（プラン

ト ）、技術などを 工業化の著しい 新興国等に輸出 するとともに、 プラ

ントメンテナン ス分野での新た なビジネスモデ ルを開発する。  

 

 

＜主な取り組み＞  

■海外展開を行 う市内製造業の 市内工場や本社 機能の充実を図 り、研

究開発力やマー ケティング機能 の強化などを通 じて、マザー工場 化

を推進する。  

■ 鉄鋼分野（鉄 鋼業の環境配慮 型技術・設備・製 品）など、本市の 強

みを活かした技 術をパッケージ 化し、海外企業の ニーズに応じた 提

案を行うことに より、省エネルギ ー化や生産性向 上に寄与する技 術

や設備の販路拡 大に取り組む。  

■ プラントメンテナンス分野の 強みを活かして、アジア進出の日 系企

業の工場・設備を 対象に、ＩＴ活用 による２４時間 の運用監視、又

は保守管理サー ビスを、本市を拠 点に提供できる ようなビジネス モ

デルを開発する 。  
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（３）北九州発ブランドの海外 ビジネス支援  

○ 中小製造業の 海外ビジネス支 援  

企業の成長にお いて海外市場を 目指した展開が 避けられない中、情

報、人材、資金、ノウハウ、ネッ トワークなどが 不足する中小企 業を

支援するため、マ ーケティング 、商 談等の機会の充 実などビジネス チ

ャンスの拡大と 参入企業の裾野 拡大を図る。  

 

○飲食、小売、 サービス業の海 外ビジネス支援  

アジア諸国の生 活・所得水準が 向上する中、市 内の飲食・小売・サ

ービス業の海外 展開に対し、ジェ トロなど関係機 関と連携して情 報提

供、事業化の支 援を行う。  

 

 

＜主な取り組み＞  

■地域企業を対 象に自社が所有 する技術 ･製 品 を 、 海 外 の ニ ー ズ に 適

応させた現地で の実証試験や事 業可能性調査を 推進する。  

■ 市場、インフラ 、人件費など、海 外投資環境に関 する情報提供を 行

うとともに、中小 企業を対象に海 外営業拠点の開 設や市場調査に 必

要な支援を行う 。  

■ エコプレミア ム商品、オンリー ワン企業製品な ど北九州ブラン ドの

製品や技術を、海 外見本市・展示会 へ出展すること により、ビジネ

ス機会の拡大を 図る。  

■ 大 連 チ ャ レ ン ジ シ ョ ッ プ や ア ジ ア キ ャ ラ バ ン な ど 海 外 テ ス ト マ ー

ケティングを行 う拠点を整備す る。  

■ 海 外 進 出 ・ 海 外 取 引 に 成 功 し ている地域企業 の事例集の作成 など、

海 外 ビ ジ ネ ス を 目 指 し て い る 企 業 の 意 欲 を 高 め る 取 り 組 み を 推 進

する。  
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地域の成長を支えるエネルギーミックスの構築による  
地域エネルギー拠点の形成  

（ １）省エネルギー（ネガワッ ト）の推進  

○ 省エネ施策の 推進  

省エネルギーを 徹底することに より、エネルギー コスト減による 企

業経営の安定化 が図られ、電力 不足の解消にも 寄与することと なる。 

中 小企業向け補 助事業や環境産 業融資、省エネ診 断員の普及支援 な

どに加え、ネガワ ット取引など新 たな取り組みも 進め、省エ ネ施策 の

推進を図る。  

 

○東田地区での スマートコミュ ニティの実現  

東田地区で、地域 内の電力や水素 など様々なエネ ルギーを賢く使 い

こなす仕組みを 構築し、スマー トコミュニティ の実現を図る。  

 

○市域全体への スマート化の促 進  

東田地区でのス マートコミュニ ティの成果を、城 野地区へ展開す る。 

ま た、多くのエネ ルギーがあり 、多 様な産業が集積 している響灘地

区において「響灘 スマートインダ ストリ（産 業版ス マートグリッド ）」

の実現を目指す 。  

 

 

＜主な取り組み＞  

■中小企業向け 補助事業や環境 産業融資、省エネ 診断員の普及を 支援

し、省エネを推 進する。  

■ ネガワット取 引など新たな省 エネ施策を検討 する。  

■ スマートコミュニティの取り 組みを推進し、地 域節電所などの 東田

地区での実証成 果を活用して、エ ネルギー情報を 供給側と需要側 で

共有できる仕組 みを作り、需要家 が参加し、互いに 利益となる新し

いエネルギーシ ステムを構築す る。また 、この進 捗状況などを分 か

り易く紹介し国 内外への展開に つなげる。  
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（２）再生可能エネルギー・基 幹エネルギーの 創出拠点の形成  

○ 再生可能エネ ルギーの立地促 進  

再生可能エネル ギーの最大限の 導入を目指す。  

太 陽 光 発 電 に つ いては、「 北 九 州 市太陽光発電普 及促進協議会」 な

どを活用し立地 促進につなげて いく。  

風 力発電につい ては、風況 のよい 響灘地区の特徴 を活かし、陸上の

みならず洋上風 力についてもそ の可能性を調査 し、立地促進につ なげ

ていく。  

 

○基幹エネルギ ーの立地促進  

再生可能エネル ギーの大量導入 を下支えするた めに、また 、電力 不

足の解消等 、エネ ルギーの安定供 給のためには 、基 幹エネルギーも 不

可欠である 。高効 率石炭火力発電 やＬＮＧ火力発 電、コジェ ネ等の 可

能性を調査し、 立地促進につな げていく。  

 

○再生可能エネ ルギー産業の拠 点化推進  

「北九州市太陽 光発電普及促進 協議会」を通じた 太陽光発電関連 部

材産業の開発推 進や、「 グ リ ー ン エ ネ ル ギ ー ポ ー ト ひ び き 」 構 想 の も

とでの 響 灘 地 区 へ の エ ネ ル ギ ー 産 業 の 拠 点 化 な ど 、 そ の 推 進 を 図 る 。 

 

○再生可能エネ ルギーの普及支 援  

導入相談窓口の 活用や太陽光発 電普及会社の設 立・誘致 、補助金 制

度（企業・家庭向 け太陽光発電導 入補助、環境 産業 融資）などに より 、

再生可能エネル ギーの普及支援 を行う。  

 

 

＜主な取り組み＞  

■「北九州市太陽 光発電普及促進 協議会」を通じ、太陽光発電の立 地

促進、関連部材 産業の開発など を推進する。  

■ 洋上風力発電 の可能性を調査 し、立地促進につ なげる。また、水 力

やバイオマスに ついても、さらな る可能性を調査 し、導入推 進を図

っていく。  

■ 企業・家 庭向け 補助事業や環境 産業融資などに より、再生 可能エ ネ

ルギーの普及促 進を図る。  

■ 高効率石炭火 力発電やＬＮＧ 火力発電、コジェ ネ等の可能性を 調査

し、基幹エネル ギーの立地促進 につなげていく 。  
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（３）安定・安価で賢いエネル ギー網の構築  

○ 安心して市民 生活・産業活動 ができるような 基盤の創出  

省エネルギー・再 生可能エネルギ ー・基幹エ ネルギ ーをうまく組み

合わせ、安心して 市民生活・産業活 動ができるよう な安定・安価で賢

いエネルギー網 の構築を目指す 。  

 

○ 地 域 の エ ネ ル ギ ー イ ン フ ラ を 最 大 限 活 用 す る 最 先 端 の 産 業 コ ン ビ

ナートの構築  

産業集積エリア において電力・熱 などのエネルギ ーインフラを最 大

限活用する最先 端の産業エネル ギーコンビナー トの構築を検討 する。 

ま た、企業の余熱 等の調査を進め、電力・熱などの企 業間相互融通

の可能性を検討 する。  

 

○広域貢献する エネルギー網の 環境整備  

釜山広域市との エネルギー協約 など、市域のみな らず国際連系な ど

広域貢献も視野 に入れ、関係団 体との関係を構 築する。  

 

 

＜主な取り組み＞  

■響灘地区など 洞海湾周辺の産 業集積エリアに おいては、企業の 基盤

となる電力イン フラを活用した 安価な電力供給 を検討する。ま た、

その他のエリア においても、新電 力活用等による 安価な電力供給 を

検討する。  

■ 産業集積エリ アにおいて電力・熱などのエネル ギーインフラを 最大

限 活 用 す る 最 先 端 の 産 業 エ ネ ル ギ ー コ ン ビ ナ ー ト の 構 築 を 検 討 す

る。また、企業の 余熱等の調査を 進め、電力・熱な どの企業間相互

融通の可能性を 検討する。  

■ 韓国釜山広域市とのエネルギ ー協約に基づく 関係を構築する 。  

■ 釜山広域市と のエネルギー協 約や、国内外のエ ネルギー関係団 体な

ど、市域のみなら ず国際連系など 広域貢献も視野 に入れ、関 係団体

との関係を構築 する。  





 

 

 

行財政改革調査会における「公共施設マネジメント」の今後の進め方 

 

 これまでの議論の状況に鑑み、審議進行の効率化を図るため、まず、調査会で大きな視点

を示す。その視点に基づき、一定の時間をかけて事務局において方針素案を作成させ、その

案を改めて調査会で議論する。 

 

 

【第６回調査会（１１月２８日）】 

 

 

 

 

【第７回調査会（１２月実施）】 

 

 

 

【第○○回調査会（４月頃）】 

 

 

 

【第○○回調査会（５月頃）】 

 

 

 

【第○○回調査会（最終回）】 

 

○ 今後の進め方の議論 

○ 「方針素案策定に当たっての視点（案）」の議論 

 

 

 

○ 方針素案策定に当たっての視点（まとめ） 

 

 

 

○ 方針素案の検討状況の中間報告 

 

 

 

○ 方針素案の議論 

 

 

 

○ 調査会としての答申決定 

 

資料４：齋藤会長提出資料 



 

1 

資料５ 

「公共施設のマネジメント」方針素案策定に当たっての視点 

 

※ 本資料における「公共施設」は公共建築物を指す 

 
 
Ⅰ 総 論  

 

○ 全ての公共施設に共通する原則の考え方 

○ 公共施設の総量抑制の考え方 

○ インフラ施設を含めた新規投資のあり方 

 

 

◇ マネジメント方針素案策定に当たっての視点 

 
【共通の原則】 
・ 公共施設と公共サービスを分けて考え、施設に頼らなくても、よりよい公共サ

ービスが実現できないかという視点に立つこと 

・ 縦割りの目的別ではなく、施設の持つ仕様、機能を多用途に活用すること 

・ 施設の多機能化、複合化等により、共用部分の効率化や維持経費の削減、ある

いは余剰地の売却等による資産活用を図ること 

・ 全て行政が自前で整備するのではなく、積極的に民間活力を導入する視点を持

つこと 

 

 
【総量抑制、新規投資のあり方】 
・ 市の投資的経費等の状況を踏まえ、必要となる延床面積の総量抑制の目標数値

を、具体的な期間を明示して設定すること 

・ 目標数値は、インフラも含めた新規投資の抑制、長寿命化の推進など、他の方

策との組み合わせの中で検討すること 

・ 施設分類ごとに方向性を定め、全体として総量抑制との整合を図ること 
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Ⅱ 各 論  
 
１ 市営住宅  
 

○ 将来的な世帯数の減少等を踏まえた保有量の妥当性 

  ・福祉政策的側面 

・他の住宅政策  など  

 

 

◇ マネジメント方針素案策定に当たっての視点 

・ 少なくとも、世帯数の減少予測等に合わせて、総量抑制の方向で検討すること 

・ 真の住宅困窮者に更に焦点を絞り、その上での保有数を考えること 

・ ハードを保有・提供するだけでなく、民間の余剰床等の活用等についても併せ

て検討すること 

・ 市民の入居状況等を十分考慮しつつ、今後の更新を検討すること 

 

 

２ 学校等（小・中学校）  
 

○ 「学校規模適正化」基準の見直し及びその運用 

・旧市街地以外の小規模校に対する考え方 など 

○ 学校施設の多機能化に対する考え方  

 

◇ マネジメント方針素案策定に当たっての視点 

・ 小規模な学校が全市的に増加しているという現状を踏まえ、教育効果の向上と

教育環境の整備を図る観点から、新たな基準を策定し、学校規模適正化を進め

ること 

・ 学校規模適正化により発生する通学距離等の諸課題についても、併せて検討す

ること 

・ 学校の余裕教室や、学校規模適正化に伴い廃止した施設については、学校及び

地域の実情を勘案したうえで、必要に応じ他の公共施設に転用できるよう検討

すること 

・ また、老朽化等に伴う学校施設の更新に際しては、将来的なまちづくりの観点

から、他の公共施設との複合化等の方策を検討すること 
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３ 市民・企業利用施設  
 

○ 保有量の妥当性及び今後の配置や規模の考え方 

  ・当初の設置目的の希薄化 

・他都市との比較 

・五市合併の影響（施設の数や面積） 

・縦割設置による機能の重複 

○ 施設の多機能化、複合化に対する考え方 など 

 

◇ マネジメント方針素案策定に当たっての視点 

・ 本当に公共で担うべき機能かどうか、それを実現するための施設が必要かどう

か、設置目的との整合性や他都市での事例（廃止・複合化等）も踏まえ、今後

の方向性を整理すること 

 

・ 他都市と比較した結果、施設数や施設規模が過大である一方、利用状況が低い

施設について、今後の方向性を整理すること 

【対象となる施設例】 

 ・男女共同参画施設（男女共同参画センター・勤労婦人センター） ・体育館 

・武道場（柔剣道場、弓道場）  ・文化施設  ・青少年の家  ・図書館 

  ※ Ｈ２４年に実施した事務局調査に基づくもの 

 

・ 本市の特徴として、旧五市合併の影響等により、旧市ごと、あるいは区ごとに

設置されている施設が散見されることから、施設数、規模等について、今後の

方向性を整理すること 

【施設の沿革等から、旧五市合併の影響が残っていると想定される例】 

 ・生涯学習センター  ・体育館  ・武道場（柔剣道場、弓道場） 

 ・文化施設（市民会館）  ・青少年の家  ・図書館 

 

・ 設置目的は異なるが、機能・仕様が同様の施設については、利用状況を勘案し

つつ、多用途・多目的での市民利用に供する施設としての位置づけや、運用面

での工夫を行うなど、多機能化・複合化といった今後の方向性を整理すること 

【機能・仕様が同様と判断される施設の例】 

 《会議室、和室、調理室等を共通して保有する施設》 

・市民センター  ・生涯学習センター  ・勤労青少年ホーム 

  ・男女共同参画施設（男女共同参画センター・勤労婦人センター） 

  ・青少年の家（一部） 

 《体育館（室）機能を共通して保有する施設》 

  ・体育館  ・勤労青少年ホーム  ・勤労婦人センター ・青少年の家（一部）
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４ その他の施設（庁舎等）  
 
◇ マネジメント方針素案策定に当たっての視点 

・ 民間活力の導入で行政自らが担う体制を見直すことにより、行政系施設の抑制

を図ること（第一次答申） 

・ 市の組織の見直しを進め、スリム化を図ること（第四次答申） 

・ 自前の保有から、民間ストックを有効活用する視点に立つこと 

 
 
 
Ⅲ 実効性を持たせるマネジメント体制  
 

○ 実効性を担保する体制や仕組みづくり 

○ 効果的に進めるための具体的プロセスの構築 

○ 市民のコンセンサスを得る手法 

 

◇ マネジメント方針素案策定に当たっての視点 

  【体制や仕組みづくり】 

  ・ トップマネジメントによる推進体制を明確にすること 

・ 縦割りを排し、施設横断的に、複合化・多機能化や統廃合を検討するための専

任のマネジメント組織を設置する方向で検討すること 

   ・ 有効な公共事業評価の仕組みづくりなど、自己統制を図るための新たなスキー

ムを検討すること 

 

   【具体的プロセス】 

   ・ 既存の分野別計画の見直しや地域のまちづくり計画への反映など、今後の具体

的進め方やスケジュールを明確にすること 

・ その際、具体的な地域、施設を特定して再配置計画を策定する、モデルプロジ

ェクト的な手法も取り入れること 

  

   【市民のコンセンサスを得る手法】 

   ・ 施設白書の公表等、正確な情報を市民に分りやすく発信すること 

・ （ワークショップの開催など、）市民に理解を求める仕組みを検討すること 


